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本日伺いたいこと

高度救命救急センターの新規指定に向け、ご意見を伺い
たい
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１ 高度救命救急センター指定の経緯
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救急医療対策事業実施要綱

４ ． 整備基準
( 1 ) 高度救命救急センターは、広範囲熱傷、指肢切断、急性中毒等の特殊疾病患者に対す
る救命医療を行うために必要な相当高度な診療機能を有するものである。

( 2 ) 高度救命救急センターには、24時間診療体制を確保するために、必要な職員を配置
するものとする。
ア 医師

常時高度救命救急医療に対応できる体制をとるものとする。
特に麻酔科等の手術に必要な要員を待機させておくものとする。

イ 看護師等医療従事者
特殊疾病患者の診療体制に必要な要員を常時確保すること。
特に手術に必要な動員体制をあらかじめ考慮しておくものとする。

( 3 ) 設備
高度救命救急センターとして必要な医療機器を備えるものとする。

１(1) 高度救命救急センターとは
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経緯
・県内７救命救急センターと「高度救命救急センターの整備に関する意見交換会」を実施
し、各救命救急センターの客観的な機能及び地域バランスに加え、救急医療提供体制全
体の整備の観点から高度救命救急センターの候補を調査・選定することを決定

・調査の結果、聖マリアンナ医科大学病院、北里大学病院、東海大学医学部付属病院、市
大センター病院が客観的な機能を有すること、特殊疾病患者の発生状況が横浜・横須
賀・三浦地域、川崎地域、県央・県北地域、県西・湘南地域に概ね４分され、受診状況
も概ね４センターに４分されることから、４センターを候補として選定

・当時は指定にあたり国との協議が必要であり、原則都道府県に１か所（東京都、大阪府
のみ２か所）までとなっていたことから、客観的な機能評価及び地域性を考慮し、東海
大学医学部付属病院、市大センター病院を候補として救急医療問題調査会にて協議の上、
平成15年３月に指定

１(2) 本県の高度救命救急センター指定の経緯
県では平成14年度に東海大学医学部付属病院、市大センター病院の２病院を指定



7

２ 高度救命救急センター新規指定について
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２(1) 川崎地域地域医療構想調整会議①

令和３年度第２回会議（12月９日）
○坂元委員（川崎市健康福祉局医務監）
（略）県の西に１か所高度救命、それから横浜に１か所と、150万都市で高度救命がないというのは、私はずっ
と以前から非常に不本意でありました。(略）私としてはやはり聖マリアンナ医大に高度救命をぜひやっていただきた
いと。それは市としても応援していきたい（略）

○明石委員（聖マリアンナ医科大学理事⾧）
(略）やはり大学で救急医学教室を⾧くやっている以上は、さらに上を目指すという意味でも、医局員も豊富におり
ますし、当然ながら高度救命救急センターを目指したいと思っています。(略）
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２(1) 川崎地域地域医療構想調整会議②

令和６年度第１回会議（９月２日）
○事務局（県医療企画課⾧）
（略）聖マリアンナ医科大学病院さんでは、昨年１月に病院をリニューアルされて、救急医療体制が充実されてい
ます。同病院では今、県内全域を対象とする三次救急医療を担っていただいておりますが、その三次救急を担う救
命救急センターには、さらに高次の医療を提供する高度救命救急センターというカテゴリーがあります。このため、同
病院は高度救命救急センターの機能を担えるのではないかといった話もございます。

○明石委員（聖マリアンナ医科大学理事⾧）
（略）当然、この指定を目指して、建物、構造、それからスタッフも集めて十分稼働しておりますので、少しでも広
域にお役に立てればと思っております。よろしくお願いいたします。
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２(2) 相模原地域地域医療構想調整会議

令和４年度第２回会議（11月15日）
○髙相委員（北里大学病院病院⾧）
（略）北里大学は現在、三次救を担わせていただいているのですが、近い将来、ぜひとも高度救命になって、もう
ちょっと救命救急を充実させたいなと今計画しております。

○井關委員（相模原市病院協会副会⾧）
（略）北里大学の髙相病院⾧から、北里大学が高度救命救急センターを目指すというお話がありました。北里大
学は相模原二次医療圏における中核的な存在ですので、誠に心強いお話であり、心より歓迎いたします。これを機
に、この地区の救急医療がさらに充実することを期待するものでございます。

高度救命救急センター指定に向けた検討を進める必要があるのではないか
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２(3) 第８次神奈川県保健医療計画での位置づけ
神奈川県の救急医療体制（第８次保健医療計画 P41）

三次救急（救命救急セン
ター）のうち、「４医科
大学」を特だしで記載し
ている
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３ 今後の検討事項について
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３(1) 高度救命救急センター指定に向け整理が必要な事項①

指定プロセス
・平成14年度当時は７救命救急センターで意見交換の後、調査を行ってから三次救急部会（現プレ
ホ部会）、救急医療問題調査会にてご議論いただいた
・平成14年当時なかった会議体として、地域医療構想調整会議などがある

指定プロセスについて整理する必要がある
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３(1) 平成14年度当時の指定プロセス

神
奈
川
県
知
事

協議
厚生労働省との協議

回答

救急医療問題調査会
救急医療対策に係る諸問題について調査協議
（神奈川県救急医療問題調査会要綱第１条）

高度救命救急センターの
整備に関する意見交換会

高度救命救急センターを整備するにあたり、県内各救命救急センター
の有識者に県の策定した選定指標を提示し、妥当性について意見交換

高
度
救
命
救
急
セ
ン
タ
ー
指
定

⑤ 意思確認

⑦

⑨

⑪

三次救急部会
本会からの指示事項に関すること

神奈川県救急医療問題調査会プレホスピタルケア・二次・三次救急部会設置要領第２条（２）

②

①

検討依頼

開催依頼

意見交換

⑫

⑧

⑩

調査協議報告

検討結果報告

救
命
救
急
セ
ン
タ
ー

③
機能評価調査

④
機能評価回答

⑥ 回答
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３(1) 指定プロセス 事務局案

神
奈
川
県
知
事

情報提供 地域医療構想調整会議

救急医療問題調査会
救急医療対策に係る諸問題について調査協議
（神奈川県救急医療問題調査会要綱第１条）

高
度
救
命
救
急
セ
ン
タ
ー
指
定

プレホスピタルケア・二次・三次救急部会
プレホスピタルケア・二次・三次救急の検討に関すること

神奈川県救急医療問題調査会プレホスピタルケア・二次・三次救急部会設置要領第２条（１）

③②
検討依頼

⑤

④

調査協議報告

検討結果報告

救
命
救
急
セ
ン
タ
ー

① 意向
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３(2) 高度救命救急センター指定に向け整理が必要な事項➁
センター数

・神奈川県として適当と考えるセンター数は。

高度救命救急センターに係る他都府県の状況（大都市圏及び複数配置）

埼玉県 千葉県 東京都 静岡県 愛知県 京都府 大阪府 兵庫県 和歌山県 岡山県 福岡県 長崎県 神奈川県 神奈川県

高度救命救急センター数 ① 2 2 4 2 2 2 3 1 2 2 1 2 2 4

医療機関名（専用病床数）

○さいたま赤十
字病院
○埼玉医科大
学総合医療セン
ター

○千葉県総合
救急災害医療
センター
○順天堂大学
医学部附属浦
安病院

○日本医科大
学付属病院
○杏林大学医
学部付属病院
○帝京大学医
学部付属病院
○都立墨東病
院

○聖隷三方原
病院
○静岡県立総
合病院

○藤田医科大
学病院
○愛知医科大
学病院

○京都第二赤
十字病院
○宇治徳洲会
病院

○大阪府立病
院機構大阪急
性期・総合医療
センター
○大阪大学医
学部附属病院
○関西医科大
学附属病院

○兵庫県災害
医療センター

○日本赤十字
社和歌山医療
センター
○和歌山県立
医科大学附属
病院

○川崎医科大
学附属病院
○岡山大学病
院

○久留米大学
病院

○国立病院機
構長崎医療セン
ター
○長崎大学病
院

○横浜市立大
学市民総合医
療センター
○東海大学医
学部付属病院

○横浜市立大
学市民総合医
療センター
○東海大学医
学部付属病院
○A病院
○B病院

（救命救急センター数） 11 15 28 11 24 8 16 10 3 5 10 4 21 21

人口(単位：千人)※ ② 7,345 6,284 14,048 3,633 7,542 2,578 8,838 5,465 923 1,888 5,135 1,312 9,237 9,237

１高度救命救急センターあたり
の所管人口
②／①

3,673 3,142 3,512 1,817 3,771 1,289 2,946 5,465 462 944 5,135 656 4,619 2,309

面積（㎢） ③ 3,798 5,158 2,191 7,780 5,172 4,612 1,905 8,401 4,726 7,113 4,986 4,095 2,416 2,416

高度救命救急センター1か所あ
たりの所管面積 ③／①

1,899 2,579 548 3,890 2,586 2,306 635 8,401 2,363 3,557 4,986 2,048 1,208 604

※令和２年10月１日国勢調査人口（1,000人単位）

・東京都が４センター、大阪府が３センターに増えており、本県も３又は４センターとしてもいいのではないか
・Ｈ14年当時指定を考えていた４センターが適当ではないか
・なお、救命救急センターは当時７センター、現在は21センター
（広範囲熱傷等特殊疾病の著しい増加が継続している場合は別途検討）
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３(3) 高度救命救急センター指定に向け整理が必要な事項③－１
指定条件

・救急医療対策事業実施要綱の整備基準以外に追加すべき条件はあるか

「救急医療について」（厚生労働省令和５年度第１回医療政策研修会資料）

高度救命救急センター等の地域の
基幹となる救急医療機関は、平時から、
重症外傷等の特に高度で専門的
な知識や技術を要する患者への
対応可能な医師・看護師等の人
材の育成・配置、院内の体制整
備を行い、地域における重篤患者を集
中的に受け入れる役割を担う。また、厚生
労働省が実施する外傷外科医等養成研
修事業を活用して、テロ災害発生時等に
おける銃創や爆傷等にも対応ができる体
制を構築すること。
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３(3) 高度救命救急センター指定に向け整理が必要な事項③－２
「高度救命救急センターの現状と要件について」
平成28～30年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業）分担研究報告書

新3要件(案)を以下のように考察した。1.広範囲熱傷等※1患者の
受け入れ機能※2 2.救急医療の教育研修機能※3 3.地域におけ
る救急医療・災害医療の統括機能※4 (※1 広範囲熱傷等とは、広
範囲熱傷、指肢切断、急性中毒、多発外傷、重症外傷等の特殊
疾病患者とする。※2 原則他の救命救急センター、2次医療機関か
らの転院受け入れ要請を不応需しない。かつ、不応需症例を含め応
需状況を外部に公開していること。※3 以下の①～④を全て満たす
こと。①救命救急医急センターの専従医師数14名以上 ②救急科
専門医数7名以上 ③休日及び夜間帯における救急専従医数2名
以上 ④専攻医を年間2名以上受け入れている ※4 多数傷病者
事案に対応できること。CBRNEテロもしくは原子力災害等の特殊災
害に対して地域の中心となって対応できること。)

患者受入機能、地域の統括機能に加え、人材育
成・研修機能が求められているのではないか
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３(4) 高度救命救急センター指定に向け整理が必要な事項④

指定対象
・具体にどの救命救急センターが高度救命救急センターとなりうるか

・保健医療計画では４医科大学を他の救命救急センターとは別に記載し
ている。
・高度救命救急センターの条件として大学病院の持つ人材育成機能が
必要なのではないか。

現状の横浜市大附属総合医療センター、東海大学医学
部付属病院に加え、聖マリアンナ医科大学病院、北里
大学病院を高度救命救急センターとして追加指定して
はどうか
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本日伺いたいこと

高度救命救急センターの新規指定に向け、ご意見を伺い
たい
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説明は以上です。


